
県教育次長以下本庁関係者、 市町村教育委員会の安全衛生担

当課長、 小中学校校長会協議会長、 県教職員組合からなる連

絡協議会を設置し ています（ 会則第4 条）ⅱ。

（ 連絡協議会の目的）

連絡協議会の目的は、「 学校職員の安全の確保及び快適な

職場環境の形成並びに健康の保持増進を図り 、 もって市町村

立学校における教育の円滑な実施に資するこ と 」（ 会則第2

条）と さ れています。 連絡協議会では情報共有し 、 足並みを

そろえながら学校の労働安全衛生管理をし っかり やっていく

ための意見交換・ 協議を行っていますⅲ。

（ 連絡協議会の内容）

連絡協議会は年2 回実施さ れます。 その議題については、

連絡協議会事務局（ 県教育庁福利課）が、 各市町村の現状把握

のための調査（ ※）を踏まえ、 県教育庁福利課と市町村教育委

員会の健康管理事務担当者と による「 市町村立学校職員健康

管理事務担当者会議」（ 図2）の後、 決定さ れます。 連絡協議

会の協議結果については、 会議後に各市町村で総括安全衛生

委員会を開き、 各学校に周知さ れています。

（ ※）調査項目は、 定期健康診断及びがん検診項目と その結果、 精密検診

受診結果と 事後指導の状況、「 市町村立学校職員の労働安全衛生体

制等について」調査、 1ヵ 月あたり の時間外在校等時間80 時間以上

の教職員数及び産業医による面接実施者数です。 これらの項目につ

いて各市町村から報告を受け、 連絡協議会の資料と し て県・ 市町村

で共有し ています。 今後は1ヵ 月の超過勤務在校等時間45 時間以上

の教職員数についても調査・共有していく 予定となっています。

（ 連絡協議会の成果）

大分県においてはこ う し た県と 市町村の緊密な連携によ

り 、 県内全18 市町村が公立学校教職員の安全衛生管理規程

を策定しています。
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大分県教育委員会では、 平成20 年に「 大分県市町村立学校

職員安全衛生連絡協議会会則」（ 以下「 会則」と いう 。）を定め、

「 連絡協議会」を核とした安全衛生推進体制の構築

●県教育委員会による市町村の労働安全衛生体制の構築に向

けたきめ細やかな支援（ 大分県市町村立学校職員安全衛生

連絡協議会）

●県による公立学校教職員のメ ンタルヘルス面に対する予防

的なサポート（ こころのコンシェ ルジュ事業）

●精神疾患による病気休職者数はこ の10 余年でおよそ 6 割

程度に減少

大分県では平成17 年度以降、 精神疾患による休職者

数が増加し 、 平成20 年度には80 名を超え、 休職者全体

の８ 割程度を占めるに至っていまし た。 こう し た中、 県

では庁内にプロジェ ク ト チームを設置し（ 平成17 年3

月）、 対策の検討や各種の取り 組みを行っ てきまし た。

平成20 年には県内市町村の労働安全衛生体制の構築を

目的と し た大分県市町村立学校職員安全衛生連絡協議会

の設置、 平成22 年度には、「 こ こ ろのコ ンシェ ルジュ」

（ ７ 名）の配置や、 県教育委員会の健康管理部門、 人事管

理部門等に加え、市町村教育委員会職員で構成さ れる「 こ

ころの機動班」が設置さ れ、 休職回避あるいは職場復帰

支援の取り 組みを行ってきたと 言いますⅰ。 その結果、

平成20 ～ 21 年度には80 名を超えていた精神疾患によ

る休職者は、 6 割程度にまで減じ ています（ 図１ ）。 本稿

では以下、 県教育委員会による組織的支援体制について

紹介し たいと思います。

団体の特徴的な取り 組み
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引用・ 参考文献

ⅰ大分県議会平成22年第2 回定例会平成二十二年六月十四日（ 月曜日）小

矢文則教育長答弁

ⅱ調査時点の資料によれば、 市町村教育委員会の安全衛生担当課長は18

名、 小中学校校長会協議会長は小学校長会または中学校長会会長、 県

教職員組合は14 名となっています。

ⅲ「 学校職員の危険及び健康障害を防止するための基本と なるべき対策

に関すること 」「 学校職員の健康増進を図るための基本となるべき対策

に関すること 」「 公務災害の原因及び再発防止対策に関すること 」など

（ 以上、 第3 条）に関する協議および情報交換を実施してます。

（ 事業概要）

「 こころのコンシェ ルジュ 」事業は学校職員のメ ンタルヘル

ス（ 心の健康）対策と し て、 コンシェ ルジュが学校を巡回し 、

教職員と 積極的に面談し 、 こころの問題をワンスト ッ プで受

け止めるために県教育委員会が平成22 年度より 行っている

取り 組みです。 コンシェ ルジュにはベテラン教員のOB/OG

が委嘱さ れ相談業務に当たっています。

面談場所は学校のほか、 本人の希望に応じて学校外と する

こと も可能であり 、 電話やメ ールでの相談も行えます。

コンシェ ルジュ事業は、 特に、 新任教員や転任直後の教職

員の職場適応、 精神疾患による病気休暇者や病気休職者の復

職に対する支援・相談に重点を置いて取り 組まれています。

（ 事業の成果）

図4 はこころのコンシェ ルジュと 延べ巡回面談件数の推移

を示し ています。 設置当初7 名だったコンシェ ルジュは、 平

成26 年度に2 名増、 29 年度、 30 年度および令和3 年度にそ

れぞれ1 名ずつ増と なり 、 現在12 名体制（ 県立学校担当： 本

庁福利課に2 名、 市町村立学校担当： 教育事務所に10 名）と

なっ ています。 設置初年度は1 ,904 件だっ た巡回面談件数

が、 最も多かった平成30 年度で延べ5,057 件を数えており 、

令和3 年度は4 ,494 件と なっています。 精神疾患予防や復職

支援が関係各所の総合的な取り 組みによって担われるべきも

のであるものの、休職者数と 巡回面談件数の動向に鑑みると 、

コンシェ ルジュ事業が精神疾患やそれに類する状況の早期発

見や病気休職の抑制に関わる方策の一つと しての可能性を有

し ていること が示唆さ れます。

「 こころのコンシェルジュ」事業の推進
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（ コンシェ ルジュの資質）

コ ンシェ ルジュ 事業が始まっ た平成22 年度から、 コ ン

シェ ルジュの役割は常に見直さ れてきまし た。 事業が始まっ

た当初は、 コンシェ ルジュが相談に来た新任教員などに対し

て、 教員OB/OGの立場から「 指導」し てし まい相談者の抱え

る悩みを十分に傾聴できていない傾向が見られまし た。 し か

し 年々、 コンシェ ルジュが相談に応じる中で、 共感すること

や傾聴するこ と に重きが置かれるよう になり 、 昨年度コ ン

シェ ルジュがまと めた「 こころのコンシェ ルジュの手引き」に

おいても、 傾聴すること がコンシェ ルジュの役割と さ れまし

た。 コンシェ ルジュ間の会議でも傾聴についての研修が行わ

れるなど、「 傾聴し教職員の悩みに寄り 添う 役割」が根付いて

きています。

全国的に見て、 都道府県における労働安全衛生管理体制

と比較した際に、 市町村における学校の労働安全衛生管理

体制の構築が遅れていることに鑑みると、 大分県教育委員

会による労働安全衛生に係る市町村教育委員会に対する積

極的な支援の枠組みや、 市町村と一体となって労働安全衛

生管理体制の整備に取り組む姿勢は、 一定の機能を果たし

ており、 高く 評価できると考えられます。 特に、 連絡協議

会の取り組みは、 市町村間の情報共有や各市町村における

労働安全衛生体制の整備に効果が見込まれます。

また、 こころのコンシェルジュ事業は精神疾患による病

気休職の抑制のための方策の一つと考えられますが、 相談

者の声を踏まえながら事業を見直し、 学校の業務への理解

の深い教員OB/OGが、 傾聴のスキルを身に付けていく こ

とで事業のニーズが高まったことや、 学校への巡回や電話

やメールによる相談など、 教職員が気軽に相談できる体制

を整えているなど、 その運用面の工夫こそ注目すべき点で

あるとも言えます。

大分県教育委員会の取り組みは、 メンタルヘルスに関わ

る予防的なサポート（ 介入）として先駆的な取り組みの一つ

になりうるものと考えられることから、今後の展望としては、

精緻な成果検証を進めていく ことが期待されます。 またそ

うした検証の結果をもって、 大分県や県内の各市町村にお

いて、 効果的に取り組みが継続されることとともに、 他の

地域にも同様の取り組みが広がっていく ことを期待します。

取り 組みの評価・ 今後の展望

（ 櫻井直輝）
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